
2017年 10月 30日 

各 位 

インフラファンド発行者名 

カナディアン・ソーラー・インフラ投資法人 

代表者名 執行役員 大竹 喜久   

（コード番号 9284） 

管理会社名 

カナディアン・ソーラー・アセットマネジメント株式会社 

代表者名 代表取締役社長 大竹 喜久  

問合せ先 財務企画部長 中村 修次  

TEL:03-6279-0311 

「カナディアン・ソーラー・インフラ投資法人」の上場のお知らせ 

カナディアン・ソーラー・インフラ投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、本日、株式会社

東京証券取引所インフラファンド市場に上場いたしましたので、お知らせいたします。 

本投資法人は、我が国において太陽光発電所(注1)の開発プロジェクトを中心とした事業を展開しているカ

ナディアン・ソーラー・グループ(注2)の、当該発電所の商業運転に関わる様々な工程（太陽電池モジュール

等の企画・開発・製造・販売、太陽光発電所の設計・調達・施工、商業運転開始後の保守・管理）に関わるグ

ローバルなビジネスモデルを最大限活用することにより、主として我が国の再エネ発電設備等(注3)への投資

を行うインフラ投資法人です。本投資法人は、地球環境に貢献しながら、地域における持続可能な経済社会の

構築のため、再生可能エネルギーの普及を目指します。 

 カナディアン・ソーラー・グループは、太陽光発電所の開発事業を展開する重要な地域の一つとして、我

が国においても、スポンサー・グループ(注4)を通じた太陽光発電所の開発プロジェクトに注力してまいりま

した。スポンサー・グループは、2017年８月末日現在、我が国においてパネル出力合計103.8MWの稼働済みの

太陽光発電設備とパネル出力合計131.6MWの建設中の太陽光発電設備、さらにパネル出力合計398.6MWに及ぶ開

発中の太陽光発電設備を擁したポートフォリオを保有しております。また、カナディアン・ソーラー・グルー

プは、垂直統合型モデル（太陽電池モジュールの企画・製造・販売からEPC(注5)サービス・O&M(注5)サービス

の提供まで、太陽光発電市場を横断する幅広い事業領域を垂直統合する事業モデルをいいます。）に基づくビ

ジネスをグローバルに展開する過程で蓄積したノウハウや実績を、我が国における事業展開にも活用し、実績

を伸ばしてきました。 

スポンサー・グループが、(a)専業デベロッパーとして品質にこだわった太陽光発電設備を開発し、自ら所

有又は市場に供給する「開発」機能及び(b)稼働後の太陽光発電設備への継続的な関与を通じて、その収益安

定性の維持・向上に貢献する「オペレーション＆メンテナンス（Operation & Maintenance）」機能を、本投

資法人が、(c)太陽光発電設備の追加取得や外部専門家の提供する適切な運営に係るサービスの活用等を通じ

て、キャッシュフロー成長と資産価値の維持・向上を図る「保有」機能を、各々担うことで、スポンサー・グ

ループとの間で循環的な協働体制を構築し、本投資法人は、このような協働体制の下、再エネ発電設備等を主

たる投資対象として運用することにより、我が国における再生可能エネルギーの導入拡大を通じた「地球環境

ご注意：本報道発表文は、本投資法人の投資口の上場に関して一般に公表するための文書であり、投資勧誘

を目的として作成されたものではありません。 

また、本報道発表文は、米国における証券の募集又は販売を構成するものではありません。1933 年

米国証券法に基づいて証券の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券

の募集又は販売を行うことは出来ません。米国において証券の公募が行われる場合には、1933 年米

国証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが用いられます。プロスペクタスは、当該証

券の発行法人又は当該証券の保有者より入手することができますが、これには発行法人及びその経

営陣に関する詳細な情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における

証券の募集又は販売は行われません。 



 

 

 

 

への貢献」を目指すとともに、「持続可能な社会の実現」及び「地域社会の活性化」にも寄与することを目指

します。 

 

また、本投資法人は、再エネ発電設備等への投資と運用が生む安定的なキャッシュフローの継続的な享受と

中長期的な成長を実現し、これを源泉とした金銭の分配を行うことで、投資主価値の最大化を目指します。更

に、投資家にとって有意義な社会的貢献投資の機会を資本市場に提供することを目指します。 

(注 1) 「太陽光発電所」とは、太陽光発電設備等（以下に定義します。）、電気を消費側に送出する送電設備

及びこれらの運用・管理を行う人的組織を含む、特に太陽光をエネルギー源として発電を行う発電所

をいいます。以下同じです。 

(注 2) 「カナディアン・ソーラー・グループ」とは、Canadian Solar Inc.（本社：カナダ）を頂点とし、ス

ポンサー（カナディアン・ソーラー・プロジェクト株式会社）が属する連結企業グループをいいます。

以下同じです。 

(注 3) 「再エネ発電設備等」とは、再生可能エネルギー発電設備（電気事業者による再生可能エネルギー電

気の調達に関する特別措置法（平成 23 年法律第 108 号。その後の改正を含みます。）第 2 条第 3 項に

定めるものをいいます（不動産に該当するものを除きます。）。以下「再エネ発電設備」といいます。）

及び再エネ発電設備を設置、保守、運用するために必要な不動産、不動産の賃借権（転借権を含みま

す。）又は地上権を総称していいます。また、「太陽光発電設備等」とは、太陽光発電設備（再エネ発

電設備のうち、特に太陽光をエネルギー源として発電を行うものをいいます。以下同じです。）に加え、

太陽光発電設備を設置、保守、運用するために必要な不動産、不動産の賃借権（転借権を含みます。）

又は地上権を総称していいます。以下同じです。 

(注 4) 「スポンサー・グループ」とは、(i)スポンサー（カナディアン・ソーラー・プロジェクト株式会社）、

(ii)スポンサーがアセットマネジメント業務委託契約を締結している特別目的会社又は組合その他の

ファンド、(iii)カナディアン・ソーラーO&M ジャパン株式会社及び(iv)スポンサー又はその子会社が

過半を出資している特別目的会社又は組合その他のファンドを総称していいます。以下同じです。 

(注 5) 「EPC」とは、Engineering, Procurement, Construction の略であり、設計・調達・建築請負をいい、

「O&M」とは、Operation & Maintenanceの略であり、保守・管理をいいます。以下同じです。 

 

以上 

※本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

※本投資法人のホームページアドレス：https://www.canadiansolarinfra.com 
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